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件数 4 8 8 3 7 4 0 6 3181314 9 4 9 7 6









































































































































1 学 災害以前のような，快適な生活にすること。 1





4 学 災害地に人の暮らしが確立され，その土地の人々が精神的に安定した生活を送れるようになること。 1



































































































































































































































































































































































































































































































回答者数 1021 5 5 9 3 3
方，訓練はするが非管理型を目指す「D 釜石型」
は9％と少ない。「G 自立復興型」は，想定どお
り3名と少ない。
AからEは，命を守ることに関わるものであり，
全体の89.3％に達する。事前復興を担える人材づく
りという目標からすれば，そのような教育プランの
実施が困難に思える数字である。
一方，「D 釜石型」から「G 自立復興型」まで
は，自立した子どもづくりを目指したものであり，
やがて事前復興の概念が身につくと考えれば35.8％
となり，可能性が見えてくる。
Ⅲ 考 察
１ 低頻度大災害からの学びの構造
（1）メディア情報が忘却と思考に与える影響
低頻度大災害から学ぶことは困難であるとされて
いたが（広瀬，2004），椚座・川崎（2013）はソー
シャルメディアから得た映像や情報によって当事者
性が高まり，学びが可能であることを指摘した。映
像には，自分たちが日頃見ている自動車や建物が写っ
ており，それらが現実感を高めたと考えた。
しかし，今回のアンケートは2012年12月に実施
したので，報道からの刺激が減っている時期である。
テレビは復興に向けて頑張っている様子などを放送
しており，危機感を強めるものではない。学生は，
刺激の減少に比例して，避難訓練を基軸とした無難
な回答，すなわち椚座・田上（2011）の思考停止
状態の回答をしている。
一方，問2の結果は，具体的な情報や刺激が与
えられると，新たな思考がはじまることも示してい
る。問2では南海トラフ地震の想定災害と東日本
大震災のデータを提示した。その結果，原発事故や
交通網寸断で国内からの支援が困難だったことを思
い出し，そこに国交問題の報道を重ねて，「外国か
ら支援を受けられるためには日頃の外交が大切」な
どの考えが出てきている。
すなわち，今回の調査で，椚座・川崎（2013）
のメディア情報からの刺激による当事者性の高まり
が学びを深めるという関係性は，情報量の低下に影
響されることが明らかになった。しかし，問2のよ
うに具体的な情報の提示があり発展的な回答を求め
た場合は，情報が刺激となり，記憶に埋もれていた
思いや印象が引き出され，それらが思考に使われる
ことも明らかになった。
（2）思考停止をもたらす避難訓練型防災教育
一方，避難訓練を中心としたこれまでの防災教育
は，小学校以来の繰り返しによって，知識や体の一
部となっているが，思考して言語化させるという演
習的な部分がない。また地震津波災害は台風などに
比べて低頻度なために，災害ごとに学びなおすのも
困難である。そのため教え込みになりがちで，硬直
的な行動に結びつきやすい。
釜石市鵜住居防災センターの市民向けの防災訓練
は，地元の要請もあり，高齢者を意識して平地にあ
る防災センターに避難するというものであった。訓
練では本当の避難先は高台と注意はしている。しか
し3月11日は，日頃の訓練どおり200名以上が防災
センターに避難したと考えられている。津波に襲わ
れ，63名がセンター内で亡くなり，その他の方は
建物から流され行方不明になった。そのため避難訓
練のあり方や，センターに常駐している消防署員と
市職員の3月11日の避難誘導が適切であったかが
問題となり，第三者委員会による検証が2013年に
なって始まった。8月に中間報告書（釜石市，
2013）が出されている。
低頻度大災害は，教える側の教員の思考をも硬直
化させる。椚座・松井（2005）は，東南海地震特
別措置法地域である三重県では，津波避難について
県職員，高校教員，小学校教員，高校生のうち，小
学校教員がもっとも情報の確認を重視することを明
らかにした。群馬大学片田教授による釜石市の防災
教育は，避難訓練の呪縛からの解放であると考える
ことが出来る。当初，片田方式に抵抗したのは教員
であり，片田（2012b）は，その理由として，教員
は盛岡市など内陸部出身者が多いためとしている。
南海トラフ地震に向けた事前復興を担うための減災教育：
―83―
図5 問4の回答分析結果
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さらにここでの議論のように，教員はかつての学校
優等生であり，避難訓練の浸透の度合も高かったと
考えることも出来る。
問1で扱った石巻市立大川小学校の悲劇は，学
校教育が避難訓練を中心とした防災教育を繰り返す
うちに，マニュアルに捕われる体質になっていたこ
とが根本原因と考えられる。
（3）記憶をつなぐための演習的な減災教育の必要性
事前復興の考え方は，長期的で大局的な視点と柔
軟な思考力を必要とする。そのような視点と思考力
は，大災害は低頻度であるだけに，上記の議論のよ
うに，継続的，断続的に関連する刺激を与えて，様々
な思いや記憶を言語化して概念化しておく演習的な
学習によって育てるしかない。
多くの人の命や生活が助かるというメリットは，
持続的な取り組みのエネルギーになる。また南海ト
ラフ地震に向けて，行政やメディアから出される事
前復興にかかわる話題が増える。それらを学習への
刺激として取り入れる工夫が必要である。
2 教員をめざす学生の事前復興の理解に向けて
（1）事前復興が理解できない大学生
今回の研究で，復興=復旧と考え，復旧と復興の
違いを意識していない大学生が多いことが明らかに
なった。また，大学生の復興イメージには，個人の
生活や人間関係が目安として入っていることがわかっ
た。従来の復旧や復興はハードウェア中心だったの
で，人権を尊重したソフトウェア的なものを重視す
ることは必要である。ただし個人の生活や人間関係
重視の復興イメージが，東日本大震災でメディアが
繰り返した「絆」論から来たものだとすれば，事前
復興を担える人材づくりのイメージとは異なる。
大学生の復興イメージの問題点は，問3におい
て事前復興という言葉を提示したにもかかわらず，
復旧復興を事後型で考える学生が大多数を占めるこ
とである。事前復興を考える学生は15％しかいな
い。多くの学生は，南海トラフ地震災害の復興計画
は事後に作れば数年かかり，その間日々生きていく
人々の生活は保証されず，雇用を担う企業の流出を
もたらすことに気づいていない。特に日本経済の約
4割をになう太平洋ベルト地帯の被災は，事前復興
なしには，経済的な日本沈没につながりかねない。
これを当事者として考えられるかどうかが問われて
いる。
さらに問3では，事前復興の言葉そのものを否
定する回答が9件あった。理由は，内容ではなく，
言語が矛盾しているというものである。専門家も言
語矛盾であるとしているが（日本建築学会，2009），
それ以上に巨大災害についての事前復興の重要性を
意識しているから使うのである。そもそもは復旧復
興に関わった専門家の「ささやき」にはじまったと
される（日本建築学会，2009）。事前復興を理解し
てもらうには，この言葉が震災の復興現場から出た
ものであることを紹介し，大学生の「人間関係を重
視した復興」イメージと結びつくようにするなどが
必要である。
（2）望まない復興を止めるための事前復興
教員をめざす学生の事前復興の理解を深めるには，
当事者性を高めることが重要である。そこで以下に
紹介するような「望まない復興」を避けるために，
事前復興を担える住民が必要であることに気づかせ
る。平時に住民を交えて合意形成できている事前復
興計画がある場合に，「望まない復興」は出来ない。
それをするためには，強引な法改正や利益誘導が必
要となるので困難だと理解させる。
「望まない復興」に関して，阪神淡路大震災当時
に言われた言葉の1つに「復興ファシズム」があ
る。例えば，阪神淡路大震災で焼け野原になった神
戸市長田区のように，神戸市は震災前に準備してい
た再開発計画を，住民の意向を無視して実施した。
阪神淡路大震災後2日で2ヶ月の建築禁止が出され，
4月には地域再開発計画を復興計画に再編したもの
が出された。計画では下町の商店街を高層ビルがな
らぶ副都心に変えようとしたが，結果としてかつて
の住民は戻らず，高層ビルには企業も人も集まらな
かった。
東日本大震災でも，「復興ファシズム」の例が散
見される。スーパー堤防損壊で有名になった宮古市
田老町，町長ほか多数の職員が町役場で亡くなった
大槌町あるいは通勤線であるJR仙石線を別ルート
にすることがようやく決まった東松島市などの高台
移転計画は，計画策定から本来行政が行うべき予算
申請や入札までを， 国土交通省の配下にあるかつ
ての住宅都市整備公団，現在の都市再生機構（UR）
が行っている。被災地の市町村がURに丸投げす
るのは，それだけの大規模工事を実行する能力がな
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く，首長が業者との癒着と批判されないためという
理由もある（東野，2013）。しかし宮古市田老町の
高台移転計画の原案は，三陸鉄道の駅を小学校・診
療所横に移設し，その裏山に住居地区を設けるとい
うものであったが，URがまとめた最終案では，住
居地区は湾をはさんだ反対側の高台になっていた
（宮古市HP）。
堤防事業は国の直轄なので，堤防再建が住民の復
興計画とは無関係に進むが，これも「復興ファシズ
ム」の例と言える。例えば宮城県南三陸町戸倉地区
は災害危険区域に指定され戸倉小学校とともに高台
移転が決まっている（南三陸町HP）。一方，国は
2012年12月に戸倉地区堤防の詳細設計を行ない，
2012年度中に背後の復興計画の策定・調整，2013
年度本工事としている（復興庁，2013）。堤防が出
来ても背後に人の生活はない。
さらに新自由主義型資本や国家による「ショック
ドクトリン」と呼ばれる惨事便乗型資本主義（クラ
イン，2012）になる可能性もある。宮城県が2011
年5月に出した漁業特区構想は，漁業権を株式化
して大企業や外国資本が参入しやすくしようという
ものであり，遺体捜索が続き人々が明日のことを考
えられない状態でのまさしく「ショックドクトリン」
の手法が使われている。
これから起きる次世代型の「望まない復興」とし
て認識すべきものは，行政主導の住民を交えない事
前復興計画の策定である。東日本大震災後，南海ト
ラフ地震が強調されるようになり，呼応するように
策定された事前復興計画は，必ずしも住民側の視点
が入ったものではない。例えば，愛知県建築部
（2013）の「愛知県震災復興都市計画の手引き」に
は，事前復興の模擬策定演習まで報告されているが，
目次には行政側の視点からの項目だけが並ぶ。
東日本大震災では，支援に入った建築家の提案も，
住民側の意見として無視され，無力感を訴える人も
いた（日本建築学会，2011）。すでに住民無視の復
興計画策定の時代は始まっている。住民参加型の事
前復興計画策定は，まさしく今日的な問題であり，
それを担える住民づくりが急がれる。
以上のように，大学には，事前復興を担える人材
育成ができる教員を養成する教育プログラムが必要
である。いかに当事者性を高めるかがポイントであ
る。例えば，ここで扱った「望まない復興」事例を
用いて，学生や親しい人が経験したことや，大学で
の課題で調べたこととの接点や問題の共通性を探る
などが考えられる。
（3）安全安心な社会をつくるための事前復興
事前復興の理解を深めるもう1つの方法は，事
前復興は平時の自分の生活環境が安全安心なものに
なると考えさせることである。この考えは，大学生
の復興イメージの「元の生活に戻る」というものに
合致する。自分の住む街が普段から住みづらく，他
の地域から移り住む人が少なく，災害が甚大になる
所であれば，住み続ける価値はあるかを考えること
である。家督の相続や先祖を守るという理由だけで
は，若い人が残らず，地域は衰退していく。それで
も生まれた街，住んだ街との関係性は重要であり，
景観が人権として認められていることの所以である
（例えば，椚座・大谷，2012）。この関係を認識す
れば，事前復興は，街づくりであると考えることが
できる。大学生の復興イメージには個人の生活や人
間関係が目安として入っているが，事前復興は自分
の家や街をいいものにしたい，安心な社会をつくりた
いという欲求という意味で整合的である。
3 事前復興を意識した減災教育
（1）事前復興によって減災が出来ることの徹底
椚座・相馬（1997）の考えた減災教育は，阪神
淡路大震災の分析から，震災に強い街づくりと人づ
くりであった。この考えは，事前復興につながるも
のである。しかし，その後行われたことは，学校な
どの耐震改修や東海地震（今日の南海トラフ地震）
対策の堤防づくりなどハード面に偏る。学校は避難
訓練を繰り返すだけであった。
避難訓練主体の防災教育は，従来型であれ，釜石
市教育委員会のものであれ，自分の命を守るという
ことがメインにつくられている。しかも避難訓練主
体の防災教育は，交通安全指導と同じく学校の安全
管理責任を背景として行われている。学校では避難
訓練をするだけで，災害，復興，そもそも街作りや
自分の人生と合わせて考えるようなトレーニングは
していない。
このような避難訓練主体の防災教育が，大学生が
復興，特に事前復興を考えようとしないという現状
をもたらしたと考えられる。東日本大震災を経験し
ても，減災教育のあり方を聞いた問4では，避難
訓練および災害教育を充実させるとするものが多い。
南海トラフ地震に向けた事前復興を担うための減災教育：
―85―
しかも，災害教育の内容は，災害の実例や怖さなど
を教えるというものである。片田（2012c）は「脅
しの防災教育」は効果がなく，外圧的に形成される
危機意識は持続しないとしている。事前復興により
減災できるという考え方を徹底していく必要がある。
（2）学校教育における人材育成のねらい
事前復興を担える人材育成とは，行政などと対等
に意見交換できる住民を育てることである。対等に
話せる条件は，まず自立した人格を有することであ
ろう。自立した人格は，地域問題を創造的で広い視
野から考えることができ，公平な議論を行い，他者
からの信頼が必要である。このような人材育成は，
学校教育の目標となりうるものである。
事前復興計画策定に参画するには，専門的知識は
必ずしも必要ではない。計画策定には，多数の専門
家や住民が関わるので互いに教え合えばよく，学ぶ
意欲があり，疑問を持ち他者の助けを求めることが
出来，自立した人格であればスタートできる。理想
的には，地震，火山，気象災害などの自然科学だけ
でなく，建築土木，物流など経済システムや情報シ
ステム，原発関連技術，それらにかかわる法規（例
えば，大成出版社編集部，2012）や合意形成にか
かわる社会心理学などの知識や理解があれば助かる。
より必要なのは，それらの知識体系の全体感を持つ
ことである。専門家の主張や事前復興計画が地域や
住民の将来に望ましいものなのか，住民全体が当事
者意識をもてるようになるのかを検証するのに必要
である。すなわち前例にとらわれず，利害紛争に巻
き込まれないためには，自立した人格と，専門家の
主張を読み解く能力があるのが望ましい。
（3）総合的な学習の時間としての展開
事前復興を担う人材育成を目的とする学校教育は，
減災にかかわる新設教科としてやるのが理想である。
しかし，南海トラフ地震までに30年前後の時間し
かないので，「総合的な学習の時間」で行うのが現
実的である。
事前復興を意識した総合的な学習は，すでに阪神
淡路大震災後からはじめられていた（例えば，梅田
ほか，1999）。梅田が担任していた6年生は，将来
医者になって被災者を助けたい，大工になって地震
で壊されない街を作りたいなどの追求を行っていた。
東日本大震災後には，事前復興を意識した総合的な
学習の取り組みが，南三陸町で行われている（石川，
2011：石川ほか，2012）。前者は個の自立をめざ
した一人追求型であり，後者は事前復興案策定とい
う共通課題解決型であるが，どちらも事前復興計画
に参画できる人材を育成する教育と考えられる。
Ⅳ まとめ
南海トラフ地震災害を減らす教育のあり方につい
て，特に教員をめざす大学生が，将来事前復興を担
う人材育成を行えるのかという視点から研究を行っ
た。東日本大震災から約2年後の時点において，1
年後と比較して，自分で考えた回答が減少していた。
震災情報の減少と関係していると考えられる。その
ため，かつて学んだ避難訓練を主体とする防災教育
の影響を受けた事後対応型の発想しか出来ず，事前
復興という概念を受け入れるのが困難であることが
わかった。また，東日本大震災と将来の南海トラフ
地震災害についての情報を提示すると考えが広がる
が，一方，学校教育においてと条件をつけると前例
踏襲型の回答が増えることもわかった。
従って，大学における減災教育では，思考を促す
情報を用いた演習を繰り返すことで，当事者性を高
めていくことが必要と考えられる。
学校では，事前復興を担える人材育成に取り組む
必要がある。難しいから，発達段階に対応しないか
ら扱わないというのではなく，必要性と可能性を最
重要の根拠にして，学校教育を改革していくべきで
ある。
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